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泉 佐 情 審 第 ９ 号 

平成２４年７月３１日 

 

泉 佐 野 市 教 育 委 員 会 様 

 

泉 佐 野 市 情 報 公 開 審 査 会 

会 長   松  田  聰  子 

 

 

泉佐野市情報公開条例第１５条第１項の規定に基づく諮問について（答申） 

 

 

平成２３年１２月２０日付け泉佐学学第１５６５号で諮問のあった異議申立て事案につ

いて、下記のとおり答申します。 

 

記 

 

１ 審査会の結論 

泉佐野市教育委員会が平成２３年９月１５日付け泉佐学学第１１４０号により行った

情報不存在決定を取り消し、「弁護士相談依頼票」及び「弁護士相談報告票」を情報公

開請求の対象文書として特定し、改めて公開可否決定を行うべきである。 

 

 

２ 異議申立ての経緯 

⑴ 異議申立人は、平成２３年９月１日、泉佐野市情報公開条例（平成１１年泉佐野市

条例第２７号。以下「条例」という。）第９条第１項の規定により、泉佐野市教育委

員会（以下「実施機関」という。）に対し、「泉佐野市教育委員会指導主事○○○○

に係わる平成２３年４月２１日８時出発１６時帰庁の内、○○○○○弁護士事務所に

おける要務は、「法律相談」とある。相談の内容については当然自己要件ではないこ

とは言うまでもなく、公務としての要件名、公務上の相談として成立可能要件につき

詳細を記載した文書」について情報公開請求（以下「本件請求」という。）を行った。 

⑵ 実施機関は、異議申立人に対し、「作成していないため」との理由により、平成２

３年９月１５日付け泉佐学学第１１４０号により情報不存在決定処分（以下「本件処

分」という。）を行った。 

⑶ 異議申立人は、本件処分に不服があるとして、平成２３年１０月２１日、行政不服

審査法（昭和３７年法律第１６０号）第６条の規定により、実施機関に対して異議申

立てを行い、実施機関は、平成２３年１１月１７日これを受理した。 
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３ 異議申立人の主張の要旨 

⑴ 異議申立ての趣旨 

本件処分を取り消すとの決定を求める。  

⑵ 異議申立ての理由 

 異議申立人の主張は、おおむね以下のとおりである。 

ア 公務上の相談であるならば、公務であることの詳細を記載した文書が作成されて

いるはずであり、その文書がないということは、証拠隠滅を図っているとしかいえ

ない。 

イ 情報不存在決定は条例上規定がなく、そのような決定はあり得ない。 

以上のことから、本件処分には理由がなく、本件処分は違法、不当である。 

 

 

４ 実施機関の主張の要旨  

実施機関の主張は、おおむね以下のとおりである。  

⑴ 職員の出張については、泉佐野市職員等の旅費についての条例（昭和３８年泉佐野

市条例第８号。以下「旅費条例」という。）第４条第１項が「任命権者又はその委任

を受けた者の発する出張命令等によって行わなければならない」と、同条第４項が

「出張命令権者は、出張命令等を発し、又はこれを変更するには出張命令簿又は出張

依頼簿に当該出張についての事項を記載し、これを当該出張者に提示して行わなけれ

ばならない。ただし、これを提示するいとまがない場合には、口頭により出張命令等

を発し、又はこれを変更することができる」と規定している。また、出張に関する復

命については、泉佐野市職員服務規程（昭和３４年泉佐野市規程第３６号。以下「服

務規程」という。）第１３条第２項が「出張した者は、上司に随行した場合のほか、

帰庁後７日以内に文書により復命しなければならない。ただし、特別の場合又は大阪

府内の出張及び軽易な事項は、口頭によってすることができる」と規定している。 

⑵ 本件請求に係る出張に関しては、旅費条例の規定に基づき出張命令簿にその内容を

記載しており、異議申立人に対し、既に別件の情報公開請求により出張命令簿を公開

している（平成２３年８月１８日付け泉佐学学第９３５－３号）。また、本件請求に

係る出張は、大阪府内への出張であることから、口頭により復命したものである。   

よって、本件請求に係る出張に関して作成した文書は「出張命令簿」のみであり、本

件請求にある「公務としての要件名、公務上の相談として成立可能要件につき詳細を

記載した文書」（以下「本件請求文書」という。）に該当する文書は作成していない。 

以上のことから、本件請求文書は存在しないため、本件処分に違法、不当な点はない。 

 

 

５ 審査会の判断  

当審査会では、異議申立人の異議申立書及び口頭による意見陳述並びに実施機関の弁
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明書、口頭による意見陳述及び実施機関が提出した説明資料等に基づき、本件処分の妥

当性について調査、審議した結果、次のように判断する。 

⑴ 本件請求に係る出張に伴い発生する文書について 

  実施機関から聴取したところ、本件請求に係る出張に関して作成された文書は、

「出張命令簿」、「弁護士相談依頼票」、「相談内容に関する資料」及び「弁護士相

談報告票」である。これらの文書以外に、本件請求に係る情報の保有の有無について

当審査会で検分した結果、条例第２条第２号に定める「実施機関の職員が組織的に用

いるものとして、実施機関が保有している」文書の存在を認めることはできなかった。 

⑵ 本件請求文書の特定について 

  実施機関は、本件請求文書が出張内容をまとめた文書や出張に関する復命書である

と判断し、本件請求文書を「作成していないため」との理由により、本件処分を行っ

たものである。 

  しかし、当審査会が異議申立書等を検討した結果、異議申立人は、本件請求に係る

出張が職員の私的な法律相談ではなく、公務として行われていることがわかる情報を

請求していると判断するものである。したがって、実施機関が出張内容をまとめた文

書や出張に関する復命書を本件請求文書として特定した判断は適当ではなく、「弁護

士相談依頼票」及び「弁護士相談報告票」を本件請求文書として特定し、改めて公開

可否決定を行うべきである。 

 

以上の理由により、当審査会は「１ 審査会の結論」のとおり答申する。  

 

 

６ 審議等の経過  

当審査会は、本件異議申立てについて、次のとおり審議等を行った。  

年  月  日 審 議 等 の 経 過 

平成２３年１２月２０日  実施機関から諮問書を受理  

平成２４年 １月３０日  実施機関から弁明書を受理  

平成２４年 ２月 ７日 異議申立人から意見書（反論書）を受理 

平成２４年 ３月２０日  

異議申立人及び実施機関から意見を聴取 

（第４回情報公開審査会） 

平成２４年 ５月 ７日  

実施機関から意見を聴取 

審議 

（第５回情報公開審査会） 

 

 

 


